
 

四半期報告書 

（第102期第３四半期） 

自 平成26年10月１日 

至 平成26年12月31日 

 

カンダホールディングス株式会社 

 

東京都千代田区東神田三丁目１番13号 



目       次 

  頁

表 紙  

   

第一部 企業情報   …………………………………………………………………………………………………………… １

第１ 企業の概況 …………………………………………………………………………………………………………… １

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… １

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… ２

第２ 事業の状況 …………………………………………………………………………………………………………… ３

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… ３

２ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… ３

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………………………… ３

第３ 提出会社の状況 ……………………………………………………………………………………………………… ６

１ 株式等の状況 ……………………………………………………………………………………………………… ６

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… ６

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… ６

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… ６

(4）ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………… ６

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… ６

(6）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… ６

(7）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… ７

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… ７

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… ８

１ 四半期連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………… ９

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… ９

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 11

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 11

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 12

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 16

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 17

   

［四半期レビュー報告書］  

 



【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年２月13日 

【四半期会計期間】 第102期第３四半期（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日） 

【会社名】 カンダホールディングス株式会社 

【英訳名】 Kanda Holdings Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  勝又 一俊 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区東神田三丁目１番13号 

（同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は「最寄りの連絡場所」で

行っております。）  

【電話番号】 該当事項はありません。 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。 

【最寄りの連絡場所】 東京都北区浮間四丁目22番１号 

【電話番号】 03（6327）1811（代表） 

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長  原島 藤壽 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第101期 

第３四半期連結 
累計期間 

第102期 
第３四半期連結 

累計期間 
第101期 

会計期間 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成25年 
 12月31日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 12月31日 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ３月31日 

営業収益 （千円） 24,240,022 26,246,484 32,612,828 

経常利益 （千円） 665,626 878,297 881,455 

四半期（当期）純利益 （千円） 308,988 494,164 456,138 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 282,490 538,106 438,966 

純資産額 （千円） 12,637,159 13,196,540 12,766,842 

総資産額 （千円） 38,084,730 39,176,605 36,959,385 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 28.71 45.91 42.38 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 32.9 33.3 34.2 

 

回次
第101期

第３四半期連結
会計期間

第102期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成25年
 10月１日
至平成25年
 12月31日

自平成26年
 10月１日
至平成26年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.99 22.91 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

 

（貨物自動車運送事業）

 平成26年11月１日付で、当社の連結子会社であるカンダ物流株式会社は、当社の連結子会社の株式会社ケイ・トラ

ンスポートを吸収合併しております。

 

（国際物流事業）

 平成26年４月１日付で、当社の連結子会社である株式会社ペガサスグローバルエクスプレスは、当社の連結子会社

の株式会社ペガサスカーゴサービスを吸収合併しております。また、平成26年４月２日付でニュースターライン株式

会社の全株式を取得し、その子会社であるベルトランス株式会社と共に、当社の連結子会社としております。

 

（その他事業）

 平成26年８月１日付で、新たにカンダハーティーサービス株式会社を設立し、当社の連結子会社としております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀の金融政策等により、企業収益の改

善や雇用に回復の兆しが見られたものの、消費税増税後の消費の落込みや原材料価格の高騰等に加え、新興国経

済の減速等もあり、景気の先行きについては引き続き不透明な状況で推移しております。 

物流業界におきましては、消費税増税の駆け込み需要の反動もあり、取扱量は減少しております。また、燃料

価格が下落しつつも、ドライバー等人手不足の影響によるコスト上昇など、取り巻く経営環境は依然として厳し

い状況が続いております。 

このような状況の中、当社グループは、国内部門においては、主力業務であります物流センター業務代行、流

通加工業務に注力し、新規顧客の獲得に向け努力してまいりました。また、全ての不採算の営業所等を黒字化す

べく「業績改善運動」を全社的に取り組んでまいりました。また、平成26年８月１日には、企業の社会的責任の

一環として、障がい者の方々に雇用機会の場を提供するとともに、その能力を十分に発揮して頂きながら、安心

して就労できる職場環境を確保していくことを目的として「カンダハーティーサービス株式会社」を設立致しま

した。 

国際部門においては、平成26年４月１日に株式会社ペガサスグローバルエクスプレスと株式会社ペガサスカー

ゴサービスを合併し、新たに株式会社ペガサスグローバルエクスプレスとしました。また、平成26年４月２日に

は、名古屋市に拠点を置いて国際海上貨物の輸出業を行っているニュースターライン株式会社とその子会社ベル

トランス株式会社を子会社化致しました。これにより、株式会社ペガサスグローバルエクスプレス及びニュース

ターライン株式会社を核として国際物流事業の取組みに注力致しました。 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、平成25年８月に業務を開始した久喜物流センター及び同時

期に順次稼働した太陽光発電事業に加え、平成26年４月に子会社化しましたニュースターライン株式会社とベル

トランス株式会社の業績がフルに寄与したこと等により連結営業収益は、262億46百万円（前年同四半期比8.3％

増）となり、連結営業利益は、９億４百万円（前年同四半期比28.9％増）となりました。連結経常利益は、８億

78百万円（前年同四半期比32.0％増）となり、連結四半期純利益は４億94百万円（前年同四半期比59.9％増）と

なりました。 
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セグメントの業績は次のとおりであります。

①貨物自動車運送事業

貨物自動車運送事業におきましては、取扱量の減少、お客様からの物流コスト削減要請、一般貨物の低迷の基調が

ここ数年続いております。

このような状況の中、当社グループの主力業務であります物流センター業務代行、流通加工業務に注力し、新規顧

客の獲得に向けて努力してまいりました。平成25年８月に業務を開始した久喜物流センターの業績が寄与したこと

や、全ての営業所を黒字化すべく「業績改善運動」を全社的に取り組んでまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における貨物自動車運送事業収入は192億43百万円（前年同四半期比2.2％

増）となり、セグメント利益は９億92百万円（前年同四半期比30.6％増）となりました。

②国際物流事業

国際物流事業につきましては、平成26年４月に子会社化しましたニュースターライン株式会社とベルトランス株式

会社の業績がフルに寄与しましたことに加え、従来よりの主力業務であります国際宅配便事業に加え、海外赴任者向

けの新しい業務の取扱いを開始したこと等により営業収益は前年同期を大きく上回ることが出来ました。一方、損益

面では、業務拡大に伴う人件費の増加を主因に、人件費等の経費が想定以上に増加したこと等により減益となりまし

た。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における国際物流事業収入は63億45百万円（前年同四半期比36.4％増）と

なり、セグメント損失は19百万円（前年同四半期はセグメント利益76百万円）となりました。

③不動産賃貸事業

不動産賃貸事業につきましては、不動産賃貸事業収入は７億34百万円（前年同四半期比0.1％増）となり、セグメ

ント利益は３億87百万円（前年同四半期比1.0％増）となりました。

④その他

リース業、コンピュータソフト開発業、保険代理店業、部品販売業、清掃業、太陽光発電業を中心としたその他事

業収入につきましては、平成25年８月より太陽光発電業を順次稼働したことにより、その他事業収入は89百万円（前

年同四半期比358.1％増）となり、セグメント利益は56百万円（前年同四半期比1,486.7％増）となりました。
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（2）財政状態の分析

（流動資産） 

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、113億19百万円（前連結会計年度末は90億92百万

円）となり、22億26百万円増加しました。現金及び預金の増加13億64百万円、受託現金の増加５億60百万円、

受取手形及び営業未収金の増加３億18百万円が主な要因です。 

（固定資産） 

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、278億57百万円（前連結会計年度末は278億66百万

円）となり、９百万円減少しました。 

（流動負債） 

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、175億95百万円（前連結会計年度末は153億42百万

円）となり、22億53百万円増加しました。支払手形及び営業未払金の増加91百万円、短期借入金の増加13億26

百万円、受託現金の増加等に伴う預り金の増加５億93百万円が主な要因です。 

（固定負債） 

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、83億84百万円（前連結会計年度末は88億50百万

円）となり、４億65百万円減少しました。長期借入金の減少３億56百万円、退職給付に係る負債の減少75百万

円が主な要因です。 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は131億96百万円（前連結会計年度末は127億66百万円）

となり、４億29百万円増加しました。利益剰余金が３億90百万円増加したことが主な要因です。 

この結果、自己資本比率は0.9ポイント下降し、33.3％となりました。 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,000,000

計 38,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 11,654,360 11,654,360
東京証券取引所 

市場第二部

単元株式数

100株

計 11,654,360 11,654,360 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 11,654,360 － 1,772,784 － 1,627,898

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   891,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,762,200 107,622 －

単元未満株式 普通株式     960 － －

発行済株式総数      11,654,360 － －

総株主の議決権 － 107,622 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

カンダホールディ

ングス株式会社

東京都千代田区東神

田三丁目１番13号
891,200 － 891,200 7.65

計 － 891,200 － 891,200 7.65

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,568,051 2,932,766 

受託現金 ※１ 2,895,435 ※１ 3,455,692 

受取手形及び営業未収金 3,989,028 4,307,160 

商品 169,967 62,069 

貯蔵品 22,412 19,881 

その他 455,841 547,617 

貸倒引当金 △7,824 △5,956 

流動資産合計 9,092,913 11,319,231 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 8,795,465 8,451,655 

土地 14,560,573 14,558,715 

その他（純額） 2,232,415 2,289,786 

有形固定資産合計 25,588,454 25,300,157 

無形固定資産 648,509 799,593 

投資その他の資産 ※２ 1,629,508 ※２ 1,757,623 

固定資産合計 27,866,472 27,857,373 

資産合計 36,959,385 39,176,605 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び営業未払金 2,488,633 2,579,991 

短期借入金 8,049,200 9,375,580 

未払法人税等 187,376 181,191 

預り金 2,981,350 3,575,262 

賞与引当金 195,896 72,108 

その他 1,439,738 1,811,149 

流動負債合計 15,342,195 17,595,283 

固定負債    

長期借入金 6,269,022 5,912,449 

役員退職慰労引当金 281,081 289,029 

退職給付に係る負債 815,222 739,825 

資産除去債務 26,077 26,488 

その他 1,458,944 1,416,988 

固定負債合計 8,850,348 8,384,781 

負債合計 24,192,543 25,980,065 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,772,784 1,772,784 

資本剰余金 1,627,940 1,627,940 

利益剰余金 9,432,746 9,823,321 

自己株式 △330,688 △330,688 

株主資本合計 12,502,783 12,893,357 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 160,652 189,542 

為替換算調整勘定 1,041 △724 

退職給付に係る調整累計額 △26,541 △23,738 

その他の包括利益累計額合計 135,151 165,078 

少数株主持分 128,907 138,103 

純資産合計 12,766,842 13,196,540 

負債純資産合計 36,959,385 39,176,605 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業収益 24,240,022 26,246,484 

営業原価 22,274,715 24,016,846 

営業総利益 1,965,307 2,229,637 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 244,883 254,796 

給料及び手当 359,609 351,028 

賞与引当金繰入額 7,731 876 

退職給付費用 8,952 15,096 

役員退職慰労引当金繰入額 19,107 21,205 

その他 623,248 682,203 

販売費及び一般管理費合計 1,263,532 1,325,206 

営業利益 701,774 904,430 

営業外収益    

受取利息 1,693 1,310 

受取配当金 21,479 22,968 

為替差益 4,914 13,023 

その他 44,217 55,272 

営業外収益合計 72,304 92,575 

営業外費用    

支払利息 100,660 109,546 

その他 7,791 9,161 

営業外費用合計 108,452 118,708 

経常利益 665,626 878,297 

特別利益    

固定資産売却益 9,820 23,147 

投資有価証券売却益 91,246 2,665 

特別利益合計 101,066 25,812 

特別損失    

固定資産除売却損 1,997 3,404 

調停解決金 － 30,000 

減損損失 ※ 109,138 － 

特別損失合計 111,135 33,404 

税金等調整前四半期純利益 655,557 870,705 

法人税等 337,089 360,705 

少数株主損益調整前四半期純利益 318,467 509,999 

少数株主利益 9,479 15,835 

四半期純利益 308,988 494,164 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 318,467 509,999 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △37,739 28,889 

為替換算調整勘定 1,762 △3,603 

退職給付に係る調整額 － 2,820 

その他の包括利益合計 △35,977 28,107 

四半期包括利益 282,490 538,106 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 272,112 524,092 

少数株主に係る四半期包括利益 10,378 14,014 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、当社グループが、ニュースターライン株式会社の全株式を取得し、その子会社で

あるベルトランス株式会社と共に子会社化したため連結の範囲に含めております。 

また、第２四半期連結会計期間より、新たにカンダハーティーサービス株式会社を設立したため連結の範囲に含

めております。 

第１四半期連結会計期間において、株式会社ペガサスカーゴサービスは、株式会社ペガサスグローバルエクスプ

レスを存続会社とした吸収合併により消滅しております。 

また、当第３四半期連結会計期間において、株式会社ケイ・トランスポートは、カンダ物流株式会社を存続会社

とした吸収合併により消滅しております。 

これにより、当社の連結子会社の数は23社となっております。 

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、退職給付の支払見込期間及び

支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が90,451千円減少し、利益剰余金が57,855千

円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与

える影響額は軽微であります。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

   （税金費用の計算）

    税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 受託現金

 現金の警備輸送を行っているキャッシュサービス事業において、つり銭作成及び輸送業務のために契約先

から預かっている現金及び預金であり、他の目的による使用を制限されております。

 

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金

前連結会計年度 
（平成26年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成26年12月31日） 

9,790千円 9,524千円 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 減損損失

  当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

場所 用途 種類 減損損失

東京都千代田区 その他施設 建物及び構築物等 109,138千円

 当社グループは、管理会計上の区分及び投資意思決定を行う際の単位を基準として、貨物自動車運送事業につ

いては、営業所・センター単位で、不動産賃貸事業については個別の物件単位でグルーピングを行っておりま

す。 

 当第３四半期連結累計期間において、本社管理部門移転後の旧本社ビルの取壊しの意思決定を行ったため建物

及び構築物等の資産は、帳簿価額を零円まで減損処理し、当該減少額に取壊しに係る費用の見積もり額を含めて

減損損失（109,138千円）として特別損失を計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物39,813千円、機械

装置及び運搬具345千円、工具、器具及び備品979千円、解体費用の見積もり額68,000千円であります。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、零円として評価しております。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

    当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

減価償却費 902,976千円 979,158千円

のれんの償却額 54,056千円 79,302千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 64,578 6.0 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月14日

取締役会
普通株式 64,578 6.0 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 96,867 9.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 64,578 6.0 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
貨物自動車
運送事業 

国際物流 
事業 

不動産賃貸
事業 

計 

営業収益                

外部顧客へ

の売上高 
18,835,692 4,650,693 734,003 24,220,388 19,633 24,240,022 － 24,240,022 

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ － － － － － － － 

計 18,835,692 4,650,693 734,003 24,220,388 19,633 24,240,022 － 24,240,022 

セグメント

利益又は損

失（△） 

760,175 76,541 383,119 1,219,836 3,533 1,223,370 △521,596 701,774 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業、コンピュ

ータソフト開発業、保険代理店業、部品販売業、太陽光発電業を含んでおります。

   ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△521,596千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用等であります。全社費用は親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

   ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  （固定資産に係る重要な減損損失）

 旧本社ビル解体の意思決定により、報告セグメントに含まれない全体資産の減損損失を当第３四半期連

結累計期間において109,138千円を計上しております。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
貨物自動車
運送事業 

国際物流 
事業 

不動産賃貸
事業 

計 

営業収益                

外部顧客へ

の売上高 
19,088,876 6,332,709 734,961 26,156,547 89,936 26,246,484 － 26,246,484 

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

154,613 12,742 － 167,356 － 167,356 △167,356 － 

計 19,243,489 6,345,452 734,961 26,323,903 89,936 26,413,840 △167,356 26,246,484 

セグメント

利益又は損

失（△） 

992,922 △19,070 387,066 1,360,918 56,057 1,416,975 △512,544 904,430 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業、コンピュ

ータソフト開発業、保険代理店業、部品販売業、清掃業、太陽光発電業を含んでおります。

   ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△512,544千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用等であります。全社費用は親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

   ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントごとの資産に関する情報

   第１四半期連結会計期間において、ニュースターライン株式会社の全株式を取得したことにより、同社

及びその子会社ベルトランス株式会社を連結の範囲に含めたことにより、前連結会計年度末に比べ、「国

際物流事業」のセグメント資産が385,424千円増加しております。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

  １株当たり四半期純利益金額 28円71銭 45円91銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 308,988 494,164

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 308,988 494,164

普通株式の期中平均株式数（株） 10,763,095 10,763,067

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成26年10月31日、当期中間配当金に関し、次のとおり取締役会の決議をいたしました。

 （イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・64,578千円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・６円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成26年12月１日

  （注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月13日

カンダホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 北川 健二  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 平郡 真   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカンダホールデ

ィングス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10

月１日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カンダホールディングス株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


